
児童家庭支援センター設置運営
要綱の変遷と活動の課題

浜松市児童家庭支援センター

村瀬修



【１】児童家庭支援センターの成立
と変遷

★1996中央児童福祉審議会基本問題部会中間報
告書「少子化社会にふさわしい自立支援システム
について」：児童家庭支援センターの設置提案

★1997児童福祉法改正（児童家庭支援センター創設）

★1998設置運営要綱の制定

＊児童家庭支援センターは相談支援施設

＊児童相談所を補完し、子育て支援を幅広く行

う機関としての位置づけ

＊児童福祉施設へ附置



設立時の設置運営要綱

（１）地域・家庭からの相談に応ずる事業

（２）児童相談所からの受託による指導

（３）関係機関等との連携・連絡調整



その後の変遷

★2004 児童福祉法の改正

◎市町村が子どもと家庭の相談に応ずる仕組

◎要保護児童対策地域協議会が在宅支援連携母体

★2009 設置運営要綱の改正

①家庭その他からの相談のうち、専門的な知識
及び技術を必要とするものに応ずる

改正前：地域の児童の福祉に関する各般の問題につ
き、児童母子家庭その他からの相談に応じ・・・

②市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要
な援助を行う





その後の変遷（続き）

③設置及び運営主体の拡大

⇒児童相談所からの指導委託先として
適切な水準の専門性を有すると認めたもの

⇒施設附置の撤廃

★2011設置運営要綱の改正

④「里親及びファミリーホームからの相
談に応ずる」が追加



児童家庭支援センターの事業内容等

（１）地域・家庭からの相談に応ずる事業
児童に関する相談のうち、専門的な知識及び技術
を必要とするものに応じ、必要な助言を行う

（２）市町村の求めに応ずる事業
市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助
を行う

（３）児童相談所からの受託による指導

（４）里親等への支援

（５）関係機関等との連携・連絡調整



【２】浜松市児童家庭支援センターの設立

◎設置形態

事業主体：浜松市

運営主体：ＮＰＯしずおか・子ども家庭

プラットフォーム（浜松市からの

受託事業）

◎設置年月日 2013年4月1日

◎事務所：ＮＰＯ借上げ事務所

◎職員：センター長、相談員（2）、常勤心理(1)

非常勤心理(2)



静岡新聞
平成24年

8月20日





静岡新聞
平成２５年１月８日



浜松市児童家庭支援センターの活動
（2014年度）

（１）個別相談

＊電話119件 ＊訪問相談 504件

（２）市町村の求めに応ずる事業

①福祉事務所（家庭児童相談室＋母子保
健）ケースへのＳＶ(84回)

②ＳＳＷ事例検討会へのＳＶ(毎月1回）

（３）児童相談所からの受託 1件

（４）里親等の支援

①サロン参加(毎月1回）

②里親会役員会、会行事への参加（８回）



浜松市児童家庭支援センターの活動
（2014年度）（続き）

（５）関係機関との連携・調整

①要保護児童対策地域協議会（浜松市）

＊代表者会議（2回）

＊実務者会議（7区計21回）

＊ケース進行管理会議（7区計93回）

＊個別ケース会議（17回）

＊家庭児童相談室ケース同行訪問（6回）

②児童福祉施設カンファレンスへの参加（4

回）



【３】児童家庭支援センター活動のあり方

2013 聖隷クリストファー大学との共同研究
★目的：①ケース支援における市町村との役割分担

②市町村の求めに応じて行う技術的助言の内容

③児童相談所から受託による指導の実際

④里親への支援の内容

⑤要保護児童対策地域協議会への関与の状況

★調査方法と対象

対象：1年以上活動経過がある91の児童家庭支援センター

★結果：79センターの回答（86.8%）



（２）児童相談所と市町村との役割分担

＜ケースにおける専門性の４つのパターン＞

① ②

③ ④
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＜４つのパターンの説明＞
「専門的な知識及び技術を必要とするもの」となっているが、それをどのように意識し
ているかを聞いた。

＊パターン① 児童相談所が専門性を最も必要とするケースを
扱い、次に児童家庭支援センター、最後に市町村の順に専
門性を必要とするケースを扱う

パターン② 児童相談所が専門性を最も必要とするケースを
扱い、次に市町村、最後に児童家庭支援センターの順に専
門性を必要とするケースを扱う

パターン③ 児童相談所が専門性を最も必要とするケースを
扱うが、市町村と児童家庭支援センターでは相談ケースに
おける専門性による役割分担は、特に意識されていない

パターン④ 相談ケースにおける３機関の専門性による役割
分担は、特に意識されていない
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図表10 児相、市町村との役割分担

センター数 ％

パターン① 21 27.3%

パターン② 10 13.0%

パターン③ 39 50.6%

パターン④ 7 9.1%

計 77（＊） 100.0%

＊２か所は「該当するパターンがない」と回答
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（３）市町村の求めに応ずる事業

図表11 市町村の求めに応ずる事業の実施

センター数 ％

実施 50 63.3%

未実施 29 36.7%

計 79 100.0%

18

（事業の内容は配布資料のＰ４～６
別表１を参照）



①

福祉領域

②

保健領域

③

教育領域

子どもと家庭への直

接支援

支援 a 31 38 5

研修 b 1 6 1

支援者への

サポート

支援 c 6 1 2

研修 d 12 0 0

その他

啓発活動 e 4 0 0

会議参加 f 6 0 3

その他 ｇ 2 1 1

計 62 46 12

表1 市町村の求めに応ずる事業の内容
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（４）児童相談所からの受託による指導

委託あり
70.9%

委託なし
29.1%

図表12 児童相談所からの指導委託の有無

センター数 ％

委託あり 56 70.9%

委託なし 23 29.1%

計 79 100.0%
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図表13 児童相談所からの指導委託の種別

受託したケース
の相談種別 センター数

①養護(②を除く） 37

②虐待 33

④障害 4

⑤非行 5

⑥育成 7

⑧DV 1

⑨その他 3
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（５）里親等への支援

図表14 里親支援の実施

センター数 ％

行なっている 42 53.2%

検討中 10 12.7%

行なっていない 27 34.2%

79 100.0%
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セ

ン
タ
ー

数

活動の名称

セ

ン
タ
ー

数

21 里親養育相互援助事業 1

認定前研修など制度研修 ９ 施設・里親合同研修会 1

ＣＰＳ等養育支援講座 ７ 施設と里親の連携会議 1

一般研修 ５ 里親支援専門員会議への参加 1

4 里親支援専門相談員との話し合い 1

4 民生委員研修会(里親啓発） 1

4 児相への支援（ＳＶ） 1

3 児相と里親支援会議 1

2 児相の里親説明・研修等への参加 1

2 委託推進会議 1

1 マッチング調整 1

1里子と実親面会立ち合い

交流キャンプ

総会参加

学習支援

地域交流スペース開放

里親・里子交流会

活動の種類

里親サロン参加

ﾚｽﾊﾟｲﾄ・ショートステイ

里親会事務局

研
修

表２ 里親への支援の内容
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（６）要保護児童対策地域協議会への参加

図表15 要保護児童対策地域協議会への参加

センター数 ％

参加している 78 98.7%

参加していない 1 1.3%

計 79 100.0%

24



図表16－1 代表者会議への参加

センター数 ％

参加している 67 84.8%

参加していない 12 15.2%

計 79 100.0%
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センター数 ％

1市町村 30 44.8%

2市町村 18 26.9%

3市町村 11 16.4%

4市町村 4 6.0%

5市町村 2 3.0%

6市町村 1 1.5%

7市町村 1 1.5%

計 67 100.0%

図表16－2 代表者会議への参加の市町村数
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参加回数 市町村数 ％

1回 22 33.3%

2回 19 28.8%

3回 11 16.7%

4回 7 10.6%

5回 2 3.0%

6回 3 4.5%

7回 1 1.5%

9回 1 1.5%

計 66（＊） 100.0%

図表16-3 代表者会議への年間延べ参加回数
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図表17-1 実務者会議への参加

センター数 ％

参加している 58 73.4%

参加していない 21 26.6%

計 79 100.0%
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図表17－2 実務者会議への参加の市町村数

センター数 ％

１市町村 28 48.3%

２市町村 15 25.9%

３市町村 7 12.1%

４市町村 3 5.2%

５市町村 3 5.2%

６市町村 1 1.7%

８市町村 1 1.7%

計 58 100.0%
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図表17-3 実務者会議への年間延べ参加回数

横軸は参加回数
縦軸はセンター数
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図表18-1 個別ケース会議への参加

センター数 ％

参加している 57 72.2%

参加していない 22 27.8%

計 79 100.0%
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図表18－2 個別ケース会議への参加の市町村数

センター数 ％

1市町村 28 49.1%

2市町村 13 22.8%

3市町村 4 7.0%

4市町村 5 8.8%

5市町村 5 8.8%

6市町村 2 3.5%

計 57 100.0%
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図表18-3 代表者会議への年間延べ参加回数

横軸は参加回数
縦軸はセンター数
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図１ 三層構造への参加状況

53 40
5 17

14 13
6 8

未参加 21

58 参加 57

未参加 20

回答セン
ター数

要対協
全体

代表者
会議

実務者
会議

79

未参加 1 未参加 11

個別
ケース
会議

参加 78 参加 67 参加

5
14

3
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★文科省科学研究費助成事業「子ども虐待予防のための、

親と援助者への支援と児童家庭支援センターの役割に関す
る研究」のもと、「2015年度児童家庭支援センターアン
ケート調査」を実施

★アンケートの目的

①「専門的知識及び技術を必要とする」相談の実情

②支援しているケースと要対協との関係

③児童虐待ケース支援の実情

④市町村支援の実際

⑤児相からの指導委託の実情

⑥里親支援の実際

【３】児童家庭支援センター活動のあり方(2)



(1)社会保障審議会児童部会「児童虐待防止
対策のあり方に関する専門委員会報告」
（ 8月28日）「児童家庭支援センターの充実を図るために
は、子ども・子育て支援から家族支援まで地域で幅広く相談に応
じることによって役割が不明瞭となっている現状を改善し、その
役割の明確化を図るとともに、児童家庭支援センターに対する支
援の充実について検討が必要。」(p24)

(2)子どもの貧困対策閣僚会議（8月28日）

(3)新たな子ども家庭福祉のあり方に関する
専門委員会(9月17日)

⇒児童福祉法の改正

【３】児童家庭支援センター活動のあり方(3)


